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１　施策の目的と指標
① 対象（誰、何を対象にしているのか）＊人や自然資源等 ③ 対象指標（対象の大きさを表す指標）数字は記入しない

ア

イ

ウ

エ
② 意図（対象をどう変えるのか） ④ 成果指標（意図の達成度の指標）数字は記入しない

３ 総事業費・指標等の実績推移と目標値
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２　第２次基本計画期間（平成２３～２７年度）内における取組内容
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第2回国立市市民意識調査において、年齢別で高い水準である60歳代の29.0％を目指すことを目
標としました。
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 基本計画における
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 基本計画における
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体系 具体的な取組内容

 基本計画における
施策の目標設定の根拠

全体としての加入率を40％まで高めることを目標としました。

 基本計画における
施策の目標設定の根拠

地域コミュニティに関する情報の収集と提供をします。コミュニティ施設の自主管理・運営を促進します。
地域で互いに助け合えるネットワークづくりをします。

コミュニティ施設の計画的改修・整備をします。コミュニティ施設の有効活用を推進します。

コミュニティ活動の充実

コミュニティ施設の改修・整
備と充実

・市内のコミュニティ（自治会、町内会、地域における共同体）

・地域が協働して地域の課題解決の活動をしている

名称
自治会・町内会数

市内における都、内閣府ＮＰＯ認証団体、ボラセン
登録数

名称
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イ

施策マネジメントシート 
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オ

自治会・町内会の加入率

何らかのコミュニティに入って、活動している市民の
割合
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４　施策の現状

５　25年度の評価結果
（1） 施策の取組状況

（2） 施策の成果実績把握と評価
①成果指標目標値達成度（目標値と実績値との比較）

成果指標ア 【 】

25年度目標値を達成 未達成 → （ 24年度実績値と比較し成果向上・維持 24年度実績値と比較し成果低下）

成果指標イ 【 】

25年度目標値を達成 未達成 → （ 24年度実績値と比較し成果向上・維持 24年度実績値と比較し成果低下）

成果指標ウ 【 】

25年度目標値を達成 未達成 → （ 24年度実績値と比較し成果向上・維持 24年度実績値と比較し成果低下）

成果指標エ 【 】

25年度目標値を達成 未達成 → （ 24年度実績値と比較し成果向上・維持 24年度実績値と比較し成果低下）

成果指標オ 【 】

25年度目標値を達成 未達成 → （ 24年度実績値と比較し成果向上・維持 24年度実績値と比較し成果低下）

② 時系列比較（過去3ヶ年の比較） A（かなり向上）～E（かなり低下）

③ 他自治体との成果の比較 A（かなり高い）～E（かなり低い）

※背景として考えられること

(3) 施策の全体総括（成果実績やコスト、見直しを要する事務事業等）

６　施策の課題・今後の方向性
東日本大震災により、「人のつながりの大切さ」、「コミュニティの大切さ」が再認識された。自治会・町内会の加入率がひとつの指標になってい
るが、地域性を考慮しながらコミュニティの活性化を進めることが加入率の向上につながる。
また、災害時の要援護者への支援事業や、高齢者見守りネットワーク構築事業等、それぞれの施策においてもコミュニティが根幹となっている
事業が多く存在する。また、国立市社会福祉協議会でも小地域福祉活動を展開している。関係各所と連携しながらコミュニティの振興を検討
していく取り組みを進めていく。
地域コミュニティ施設のあり方については、今後、「国立市公共施設マネジメント基本方針」に基づいて検討していく必要がある。

(1) 施策を取り巻く状況（対象者や根拠法令等）はどう変化しているか？

(2) この施策に対して関係者（住民、議会、事業対象者、利害関係者等）からどんな意見や要望が寄せられているか？

自治会における諸課題の解決に向けた取り組み、自治会間の交流、自治会と行政の連携を促進するため、「国立市自治会連絡会」を開催し
た。
高齢者見守りネットワーク構築事業、災害時要援護者避難支援事業を展開し、コミュニティの活性化を図った。
指定管理者と連携して、コミュニティ施設を適切に管理、運営した。

25年度行政経営方針 取組状況
自治会における加入者数の減少、担い手不足などの諸課題の解決に
向けた取り組み、自治会間の交流、そして自治会と行政の連携を促進
するため、市内の自治会による「国立市自治会連絡会」を開催した。
高齢者見守りネットワーク構築事業、災害時要援護者避難支援事業の
実施によりコミュニティの活性化を図っている。

地域のつながりの希薄化、市民生活や価値観の多様化、少子高齢化の進行などにより、自治会・町内会の加入率は依然として
低いが、何らかのコミュニティに入って活動している市民の割合は増えている。
その一方で、高齢化が進む中、独居高齢者や高齢者のみの世帯が増えていることから、孤立化防止のため地域での見守りが
求められている。
自治会・町内会については、引き続き、加入率を上げるための方策を検討し、地域に働きかけを行っていく必要がある。コミュニ
ティ施設については、既存施設を有効利用し、施設利用者・地域のニーズを把握しながら、耐震診断を通じた計画的改修・修繕
を行う必要がある。

自治会・町内会関係者からは、加入者数の減少、担い手の不足、防災・防犯活動が不十分といった諸課題を解決するための方
策が求められている。
自治会活動の拠点設置の要望が寄せられている。
孤立化防止の地域、事業者等とのネットワークづくりが求められている。

①ア　地域における人々のつながりが希薄化、市民生活や価値観の多様化がある。また地域のニーズや課題も多様化している。
　 イ　NPOなど既存の自治組織以外の地域活動への市民の関心が高まっているように推定される。
②　自治会数は変わらず、加入率は微減している。
③　地域性やまちの成り立ちにより、自治会加入率が他市に比べて低い。

自治会・町内会の加入率

何らかのコミュニティに入って、活動している市民の割合

C:成果はほとんど変わらない（横ばい状態）

D:他自治体と比べてどちらかと言えば低い成果水準である

－２枚目－


